
日本工営株式会社 

日本工営株式会社 
内容に関するご質問は、以下のページからお問い合わせ下さい。    

お問合せ 
URL  http://www.n-koei.co.jp/contact/ 

 

  

テーマ リスクマネジメント・アセットマネジメント 

事業分野 河川 ダム 機場 水門・樋門・樋管 

河川構造物のマネジメント構築検討 

目的  

近年、わが国においては、これまでに経験したことのない規模の集中豪雨や大型台風の襲来による度

重なる水災害、巨大地震による構造物の倒壊など大規模な自然災害が相次いで発生しています。加えて、

事故・テロ等の発生についても想定しなければならない状況にあります。国民生活の「安全・安心」を

確保するうえで、このような社会環境の変化に十分に配慮していくことが今日の社会基盤整備において

重要となっており、施設の維持管理やリスク管理、危機管理に対する関心は一層高まっています。 

 

河川災害による被害を最小化させて、国民が安全で安心できる暮らしを実現し、それを維持していく

ためには、的確な施設管理を継続的に行うことが必要です。しかしながら、河川構造物の場合、一般に

以下のような課題があります。 

 昭和 40 年～50 年代に設置された多くの河川構造物は、老朽化の進展や管理施設の増加に伴い維

持管理費用は年々増加する傾向にあり、また近い将来に更新時期を迎えようとしています。 

 少子・高齢化社会を迎えつつある中、厳しい予算と人員・体制で維持管理を行わざるを得ない状

況にあります。 

 河川構造物の維持管理は、①治水、利水、環境という目的に応じた管理、②日常から洪水等の災

害時、事故発生時など状況の変化に応じた管理、③ダム、堤防、水門・樋門、排水機場さらには

河道といった河川施設の種類に応じた管理、また、④これら各施設を構成する工種（土木構造物、

機械・電気設備）に応じた管理など、その範囲は広範囲で多岐にわたっています。 

 

当社では、このような広範で多岐にわたる河川構造物の維持管理を必要な水準に保ち、しかも効率的

に実施していくため、河川構造物の維持管理に『リスクマネジメント』や『アセットマネジメント』の

考え方を導入し、維持管理のマネジメント体系を再構築する必要があると考えます。 

 

また、河川やダム等に対する社会的ニーズが

多様化する中で、地域が自らの共有財産として河

川やダムを積極的に利活用していく視点が必要

です。このため、市町村の参画による維持管理を

一層推進するとともに、地域住民、NPO 等との連

携を図り、ごみの不法投棄や有害物質の流入事故

等の不法行為等の危機に対しても的確に対処で

きるきめ細やかな維持管理が必要です。 

 

当社では、『情報伝達技術』や『PI・コミュニケーション技術』を用いて、防災情報共有システムの

構築、防災訓練支援や広報活動支援、普及啓発活動支援など、これらのソフト対策についても改善策を

提供することで、社会資本の総合マネジメントの実現を向けた幅広い技術支援を行います。 
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河川構造物のマネジメント構築検討 
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内容  
（１）維持管理活動に対するリスク管理・危機管理 

リスク管理・危機管理は、洪水や地震等の非常時の初動対応だけでなく、被害の最小化に向けて日頃

の維持管理活動に潜むリスクに目を向けて対策を講じる必要があります。このため、日常管理の実態を

把握したうえで現行の問題点や課題を抽出し、リスク対応型の日常管理のあり方や解決策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスクマネジメント検討の流れ            リスクマップの例 

 

（２）施設保全に対するマネジメント 

施設や設備が不健全で、日頃の維持管理体制が脆弱なままでは、災害の防護や被害の低減は困難です。

このため、日頃から継続的に点検・調査を行い、その結果をデータベースに蓄積して経年的な変化が把

握できる仕組みを検討します。また、蓄積されたデータ等に基づき点検・補修等の維持管理計画を作成

し、その実行後も見直しを繰り返し行う PDCA サイクル型の施設保全体系を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理マネジメント検討の流れ    施設重要度や保全効果を加味した維持管理の優先順位付け 

 

業務実績  
・ 国土交通省、水資源機構、地方自治体が所管するダム・水門・樋門等の河川構造物を対象にし

たアセットマネジメント導入検討業務 

維持管理活動に潜む 

リスクの洗い出し

リスクマップの作成 

（外的問題と内的問題に分類） 

維持管理上で対応を必要とする

リスクの選定 

リスク対策の検討 

（保有、低減、移転、回避） 

リスク対策マニュアルの作成 

（共通編、現場携行用など） 

ダムを構成する施設の 

把握 

維持管理指標と 

維持管理水準の設定

ライフサイクルコストの 

評価手法の構築 

中長期的な視点に立った 

管理計画策定手法の構築 

維持管理データベース 

システムの構築 

変状なし

表層すべり
の発生
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ランクc

円弧すべり
の発生

リップラップ材の風化 侵食 堤体の変位・変形

堤体法面の
局部的な風化
（10％以上）

堤体法面の
局部的な侵食
（10％以上）

堤体法面の
局部的な風化
（10％未満）

堤体法面の
局部的な侵食
（10％未満）

盛土材の
露出

堤頂の
ひび割れ

堤体盛土の陥没・
はらみ出しの進行

堤体法面の風化・浸
食による不安定化

想定される
災害

下流面の排水側溝
等のズレ・損傷

堤体の機能低下シナリオ 【維持管理水準】

機能低下ｼﾅﾘｵに基づく指標・水準の設定
総合
評価

判定の考え方

A
早急に、または1年以内に

対策を実施することが望ましい項目

Ｂ ３年以内に対策を実施することが望ましい項目

Ｃ 予算制約の範囲で実施することが望ましい項目

重要度 内容

Ⅰ
設備が故障し機能を失った場合、ダムの全体の安
全性に影響がある構造物・設備

Ⅱ
設備が故障し機能を失った場合、ダムの機能の一
部に影響のある構造物・設備

Ⅲ
設備が故障し機能を失った場合、維持管理者の業
務に影響が生じるものの、ダムの治水・利水機能
には影響を及ぼす恐れの少ない構造物・設備

ランク 水準 人への被害 経済的損失

5 災害 死亡 社会経済に甚大な損失

4 大 負傷者多数 一部に大きな損失あり

3 中 治療を要する負傷者あり 一部に中位の損失あり

2 小 応急処置程度 一時的な損失

1 微小・なし 負傷なし 軽微な損失・なし

被害・損害の程度

ランク 内容

5 ほぼ確実に発生

4 近い将来発生の可能性あり

3 長期的に発生の可能性あり

2 偶発的に発生

1 ほとんど発生の可能性なし

発生頻度

5 要注意 順次対策 優先的に対策 即対策 即対策

4 要注意 順次対策 優先的に対策 即対策 即対策

3 要注意 順次対策 優先的に対策 優先的に対策 即対策

2 要注意 順次対策 順次対策 優先的に対策 即対策

1 要注意 要注意 順次対策 優先的に対策 即対策

1 2 3 4 5

大
←

発
生
頻
度
→

小

小←被害・損害の程度→大

リスクの増加

例：ダム放流

操作ミス

例：ダム堤体

の破壊

例：ダム施設

への落書き

例：ごみの不

法投棄

保全対策
の効果

内容

高
対策の実施により確実に対策効果が上がり、コス
トパフォーマンスが高いもの

中
対策の実施により効果は上がるが、コストパ
フォーマンスが低いもの

低
対策を実施しても、必ずしも効果が上がらない可
能性もあるもの


